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翻訳：カナダ図書館文書館法（抄）

はじめに

2004年４月22日、カナダ国立図書館とカナダ

国立文
(注１)

書館を統合してカナダ図書館文書館

（Library and Archives of Canada)を設立す

るための法律が成立し、５月21日から施行され

た。初代館長には、カナダ国立文書館のウィル

ソン前館長が就任し、２館合わせて約1100人の

職員とすべてのコレクションが新組織に引き継

がれた。

近年、社会の情報化が進展し、利用者のニー

ズが変化するなかで、図書館、文書館と博物館

はそれぞれにコレクションの電子化に取り組

み、電子情報の発信に努めてきた。

2001年12月に東京で開かれた「日本研究学術

資料情報の利用整備に関する国際
(注２)

会議」では、

海外の日本研究者や司書たちから、日本研究の

振興を図り、日本理解を広めるうえで、わが国

の文化遺産への統合的なアクセスが欠かせない

として、さまざまな要望が出された。

国内のみならず、外国からのこうした要望に

応えるためにも、図書館、文書館、博物館を隔

てる垣根を低くして、各所に分散する一国の文

化遺産をあたかも単一のコレクションのように

提供することの重要性が世界的に指摘されてい

る。

カナダは、国立図書館と国立文書館を統合し

て、文化遺産の領域にカナダ図書館文書館とい

う野心的な21世紀型モデルを打ち出した。この

統合は、カナダ国内のみならず国際的にも関係

者たちの注目を集めて
(注３)

いる。その一人、米国で

図書館と博物館への連邦助成に責任を負う図書

館博物館サービス協会（Institute of Museum
 

and Library Services）のマーチン会長は、「世

界中の文化遺産分野の関係者がやがては辿ろう

とする道を切り開いている。」として、カナダの

先見性の高さを賞賛
(注４)

した。

本稿では、まず、カナダ国立図書館とカナダ

国立文書館の統合の経緯と背景を紹介しつつ、

統合を実現に導いた要因を探る。次に、法案審

議の経過とそこにおける争点を紹介した後で、

カナダ図書館文書館法（Library and Archives
 

of Canada Act）の概要と、主な規定の解説を

行う。なお、参考のために本稿の後に、この法

律の主要部分の翻訳を付する。

Ⅰ カナダ図書館文書館の設立の経緯

カナダ国立図書館は、1953年に設立され、法

定納本制度を通じて収集したカナダの出版物を

所蔵する一方、カナダ国立文書館は、1872年に

設立され、公文書のほかに、カナダの文化遺産

として私文書、絵画、写真、映像、地図など、

さまざまな資料を収集してきた。

これら２館は、1967年から首都オタワの同じ

建物内に置かれ、ともにカナダ文化遺産省
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（Department of Canadian Heritage）の下の

連邦機関であった。

１ 政府の当初方針

カナダ国立図書館とカナダ国立文書館の統合

に向けた動きは、1999年10月12日の連邦議会に

おけるクラークソン総督の開会勅語（Speech
 

from the Throne）を契機として始まった。開

会勅語は、わが国における首相の施政方針演説

に相当するもので、内閣がこれを準備し、女王

陛下がカナダに滞在していないときは、総督が
(注５)

行う。

この開会勅語で、総督は、二言語主義と多文

化主義に基づく文化の多様性が、カナダの国力

を増強し、国民の創造性を高め、国の発展をも

たらすと述べて、デジタル時代においても1969

年に採用した英語とフランス語を公用語とする

二言語主義と1971年に採用した多文化主義を堅

持する考えを示した。

さらに、文化基盤の整備に関連して、「新技術

は、カナダ人の繫がりを強化するうえで新たな

好機を提供する。カナダ政府は、国内1000機関

を結ぶバーチャルなカナダの博物館（a virtual
 

museum of Canada）を構築して、カナダの文

化をデジタル時代に移行させる。カナダ国立文

書館、カナダ国立図書館、その他の主要な機関

のコレクションをオンラインで繫ぐ。」と述
(注６)

べた。

総督が、ここで文化の多様性の意義を強調し

た背景には、34種もの民族集団からなる多民族

国家カナダが抱える複雑な文化事情が
(注７)

ある。ま

た、そうした事情を踏まえ、文化基盤への導入

が必要とされた新技術(＝情報通信技術)は、カ

ナダにおいてさまざまな分野で成功事例を生ん

でいる。その代表例は、世界一と評価される電

子政府で
(注８)

ある。

以上の総督による開会勅語と、それへの答礼

の演説でクレティエン首相がカナダ文化のデジ

タル時代への移行を支援すると約束した
(注９)

こと

が、カナダ国立図書館とカナダ国立文書館に

「バーチャルなカナダの博物館」への対応とい

う共通課題を与えた。

２ 国立図書館と国立文書館の対応

カナダ国立図書館のキャリア館長とカナダ国

立文書館のウィルソン館長は、以上の政府の方

針に対応するために協議を開始した。２人は、

それぞれの館の業務を紹介し、利用の実態など

を相互に把握していくうちに、一方が図書館で

あり、他方が文書館であることに由来する相違

点よりも、カナダの文化遺産の収集、保存、利

用に果たす共通の役割を強く認識するように

なった。また、それぞれのビジョンも一致して

いた。

そうしたなか、新規に収集すべき電子資料の

うち、とくに地図をどちらの館の所管資料とす

るかを巡って決着がつかなかったときに、２館

の統合という選択肢が浮上した。

これを契機に、「統合」をテーマに協議が続け

られた結果、高度情報化に対応して業務を抜本

的に改革するためには、２館を統合して現代的

な新組織を設立する必要があるという結論を
(注10)

得た。

これら２館はともに、1990年代に大幅な予算

削減を
(注11)

被り、その後も厳しい財政状況に置かれ

ていた。他方、1993年以来、共同で使用する建

物がしばしば水害に見舞われ、所蔵資料に深刻

な被害が出ていた。２館の統合は、こうした積

年の問題にも明るい展望を期待させるもので

あった。

以上に述べたように、２館の統合については、

総督の開会勅語と首相の演説が触媒となって２

人の館長が発案し、その後の協議のなかで戦略

的な再編計画へと練り上げられていった。カナ

ダ政府は、この２館の統合の構想を歓迎した。

因みに、開会勅語で言及されたバーチャルな
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カナダの博物館は、民間企業の強力な支援を受

けて「カナダのバーチャル博物館（Virtual
 

Museum of Canada）」という名称で既に構築さ

れ、カナダ文化遺産省のホームページ上でアク

セスすることができる。

３ 統合の公表とその後

2002年９月30日、クラークソン総督は開会勅

語で、カナダ国立図書館とカナダ国立文書館を

統合してカナダ図書館文書館を設立すると発表
(注12)

した。

同10月２日には、カナダ文化遺産省のコップ

ス大臣もこれら２館の統合を発表した。同大臣

は、現代的でダイナミックな国際級の組織を設

立して、21世紀の知識社会においてますます増

大が見込まれる国民のカナダ関係の知識への

ニーズに応えていくとし、この新組織によって

カナダ国立図書館とカナダ国立文書館の双方の

コレクションとサービスを眼に見えるものと

し、相互の関連性と利用可能性を高めると説明
(注13)

した。

総督と主務大臣の統合に関する発表は、関係

者たちの理解を得た。例えば、カナダ図書館協

会（Canadian Library Association）のマクド

ナルド元会長は、小規模な連邦機関間の合併と

して妙案だと評価し、そのうえで、これが政府

の都合による「政略結婚」ではなく、実質的な

合併であるならば、当初、調整に手間取るだろ

うが、健やかな発展を期待することができると

述
(注14)

べた。

統合の発表から１か月後の2002年11月に、再

編の担当官（Assistant Deputy Minister for
 

Transformation）が任命されて、職員とともに、

完全な統合に向けての具体的な検討に着手し

た。その検討の過程で担当官は、業務の効率化

を徹底的に追求したが、コスト削減と人員整理

は求めなかった。後日、法案審議の場でその理

由を問われたとき、担当官は２館の場合、長期

にわたって厳しい財政状況に置かれてきたため

に、通常、統合によるコスト削減と人員整理が

見込める人事管理、会計事務、情報処理等の内

部管理の分野で、さらに資料保存の
(注15)

分野まで含

めて、業務の実質的な統合が既に行われていた

と答弁
(注16)

した。

Ⅱ 法案の審議経過と争点

１ 法案の審議経過

2003年５月８日に、カナダ図書館文書館を設

立するための C-36号法案が下院に提出された。

この法案は、カナダ文化遺産に関する常任委

員会（Standing Committee on Canadian Heri-

tage）（以下「文化遺産委員会」とする。）で修

正を受けた後、10月28日に下院を通過して上院

に送付されたが、11月12日、第37議会第２会期

の終了に伴い、廃案となった。

第３会期に入った2004年２月10日、下院で C-

36号法案の復活を求める決議案が可決されて、

翌11日に C-36号法案は法案番号を C-8号法案と

改め、再度、上院に送付された。上院では、３

月29日にこれを可決し、４月２日、上院による

修正に下院が同意して、法案の審議は終了した。

４月22日、総督の裁可によりカナダ図書館文書

館法が成立した。

２ 主な争点

この法案の争点は、著作権法に関するものと、

組織のあり方に関するものに大別できる。とく

に著作権法の改正に関する第21条の規定は、法

案審議を２つの会期にまたがるものとした最大

の原因であった。

⑴ 著作権法の改正

カナダでは、1997年に著作権法の包括的な改

正が行われるまで、未公表の著
(注17)

作物は、著者の

死後、著作権を永久に保護するとしてきた。1997
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年の改正で、未公表であるか否かにかかわらず

著者の死後50年で著作権の保護は打ち切られる

こととなったが、1930年から1948年までに死亡

した著者の未公表の著作物については、2003年

12月31日までの５年間、著作権を保護するため

の移行措置がとられた。

こうした法改正に対して、著作権擁護論者は、

５年間で著作権の相続人が出版社を探して著作

物を公表することは困難であり、また、死後50

年では日記や書簡に登場する人物がまだ生存し

ている可能性があると主張して、保護期間の延

長を求めた。この主張が、移行措置の終了を間

近に控えた時期に提出された C-36号法案の第

21条に盛り込まれた。

この条は、著作権法第７条第２項から第４項

までの規定の改正を提案するものであった。す

なわち、1930年から1948年までに死亡した著者

の未公表の著作物について、⑴著作権の保護を

2017年12月31日まで延長すること、⑵その期間

内に公表された著作物については公表の翌年か

ら20年間、著作権を保護すること、などを内容

とした。

これに対して、歴史学者、系譜学者をはじめ

とする利用者側は、著作権の相続人の経済的利

益よりも公益を優先すべきであると主張して、

激しい論争に発展した。図書館員や文書館員は、

法案自体には賛成しながらも、この第21条につ

いては、反対の立場をとった。

2003年10月28日、下院の文化遺産委員会は、

会期終了までに法律を成立させる必要に迫られ

て、著作権の所有者と利用者の利害の衝突に折

合いをつけるため、保護期間を大幅に短縮する

妥協案をとりまとめた。具体的には、1948年以

前に死亡した著者の著作物については、未公表

か否かにかかわらず、一律に2006年12月31日ま

で著作権を保護するという内容であった。この

修正案が、下院を通過し、上院に送付されたが、

会期終了に伴い廃案となった。

こうして C-36号法案による著作権法の改正

の試みが失敗に帰したことにより、2004年１月

１日に移行措置が打ち切られ、1948年以前に死

亡した著者の未公表の著作物については、一斉

に著作権が消滅した。

2004年２月11日に下院で復活した C-8号法案

には、第21条の規定がそのまま残されていたが、

上院では、既に著作権が消滅したことを理由に

この条を削除する修正を行い、下院はこれに同

意した。

⑵ インターネット情報の採取

法案には、図書館文書館長が一般に公開され

ているインターネット情報を保存目的で採取す

ることに関する規定が含まれていた。この第８

条第２項の規定を巡って、創作者を中心に、情

報の流出と著作権法に違反して提供されること

への不安が広がり、反対意見が噴出した。この

ため、法案審議の場に著作権法の専門家を招い

てインターネット情報の採取に関する国際的な

立法動向を説明させるなどして、この採取方法

に問題がないことを説明し、理解を求めた。

その結果、第８条第２項に修正が加えられる

ことはなかったが、この規定との整合性を確保

するために、下院の文化遺産委員会は、インター

ネット情報の複製に関する第26条の規定に、保

存の目的のために」という文言を加える修正を

行った。なお、第26条は、その後、上院で第21

条が削除されたことに伴い、１条繰り上げられ

て第25条となった。

以上のように、この法律は、著作権保護の観

点からインターネット情報の採取と複製を、保

存の目的に厳しく限定するものであり、採取し

たインターネット情報の利用に関する規定は、

用意されていない。

⑶ 図書館文書館長の任命

図書館文書館長の任命に関する第５条第１項
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の規定に関し、図書館文書館長が政治的干渉を

受ける恐れがあるという理由から、次の内容の

修正案が下院の文化遺産委員会に提出された。

① 図書館文書館長の任命に連邦議会の承認を

必要とすること。

② 図書館文書館長の任期を定めること。

③ 図書館文書館長に連邦議会への年次報告を

義務付けること。

因みに、カナダ国立図書館長とカナダ国立文

書館長の場合は、それぞれの任命に際し、連邦

議会の承認は必要とされなかった。また、前者

については、国立図書館法（National Library
 

Act）第５条第３項の規定により「任期の定めの

ない」官職とされた。しかし、上記③について

は、国立図書館法第15条とカナダ国立文書館法

（National Archives of Canada Act）第11条

で、館長が主務大臣をとおして連邦議会に年次

報告を提出すると定めていた。

したがって、この修正案は、連邦議会の影響

力の強化又は現状維持を意図したものであった

が、採決の結果、否決された。

⑷ 審議会の設置

この法案では、第６条の規定により、図書館

文書館長に助言を行うための審議会を設置する

権限が主務大臣に付与されるとした。この規定

に対して、主務大臣に設置の権限を与える方式

では、審議会の独立性と透明性を危うくすると

いった意見が出された。さらに、審議会への諮

問を「文書遺産を知らせ、それへのアクセスを

円滑にすること」に限定したことに対して、こ

れをカナダ図書館文書館の所掌と計画の全般に

拡大すべきであるとし、また、審議会の構成に

ついても、図書館員、文書館員、歴史学者、系

譜学者などの代表を参加させ、地域的にも偏り

が生じない構成とすべきであるという意見が出

されたが、いずれも法案を修正するには至らな

かった。

Ⅲ カナダ図書館文書館法の概要

１ 特徴

カナダ図書館文書館法は、カナダ国立図書館

とカナダ国立文書館の組織を統合して、21世紀

の高度情報化社会にふさわしい現代的な国の組

織を設立するために制定された。この法律には、

国立図書館法とカナダ国立文書館法と比較する

と、次のような特徴が見られる。

⑴ 主務大臣と図書館文書館長の権限が拡張さ

れたこと。

新たな事業を展開するため、主務大臣につ

いては、図書館文書館長に助言を行う審議会

を設置する権限が付与され(第６条)、また図

書館文書館長については、インターネット情

報を採取する権限が付与される(第８条第２

項)など、権限の拡張が認められる。

⑵ 新たな用語や法的概念が導入されたこと。

図書館業務と文書館業務で共通に使用でき

る用語や概念が導入された。例えば、「文書遺

産（documentary heritage）」という用語は、

図書館で扱う出版物と文書館で扱う記録の双

方に、媒体と形態の如何を問わず使用するこ

とができる。

⑶ 用語の現代化が図られたこと。

国立図書館法で使用された 図書（books）」

という用語は、オンライン出版物や e-ジャー

ナル、録音・映像資料まで包含しうる 出版物

（publication）」という用語に置き換えられ

た。これに伴い、「記録（record）」という用

語についても、カナダ国立文書館法における

定義を一新した。

なお、技術進歩によって陳腐化する恐れの

ある技術用語は、原則としてこの法律では使

用されていない。

⑷ 国立図書館法とカナダ国立文書館法の主要

な規定が、あまり修正を加えられずに取り込

まれていること。
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上記⑴から⑶までに述べてきたことと矛盾

するようであるが、これら２館からの業務の

円滑な移行プロセスを考慮すると、当然と言

える。例えば、カナダ国立文書館法の第６条

第２項は、この法律の第13条第２項と完全に

一致している。

２ 構成

法律の冒頭には、前文が置かれる。続く本文

は全57か条からなり、次のとおり構成される。

なお、第22条から第51条までの各条は、カナダ

図書館文書館の設立に伴う名称変更等の付随的

な改正（consequential amendments）を行うた

めの規定である。

第１条～第20条：カナダ図書館文書館に関す

る規定

第21条：著作権法を改正する規定

第22条～第51条：関係する法律を改正する規

定

第52条：移行規定

第53条～第54条：廃止規定

第57条：施行規定

３ 法律制定の趣旨

法律制定の趣旨として、前文に次の４項目が

掲げられている。

⒜ カナダの文書遺産を現在及び将来の人々の

ために保存すること。

⒝ 不朽の知識源として１機関をカナダに設置

し、自由で民主的な社会であるカナダの文化

的、社会的及び経済的な進歩に貢献するすべ

ての人々の利用に供すること。

⒞ その機関をして、カナダ国内で知識の収集、

保存及び普及に関係するコミュニティ間の連

携の促進を図らせること。

⒟ その機関をして、カナダ政府及びその機関

に関する継続する記憶として機能させるこ

と。

冒頭の⒜は、カナダ図書館文書館のもっとも

重要な役割が文書遺産の保存にあることを示し

ている。

次の、利用に関する⒝は、カナダ国立図書館

とカナダ国立文書館によるこれまでの研究者重

視の利用者サー
(注18)

ビスをすべての国民に対する

サービスへと転換させることを意味する。これ

は、1999年10月にクラークソン総督が開会勅語

で述べた「文化の多様性がカナダの国力を増強

し、国民の創造性を高め、国の発展をもたらす」

という方針にも沿った転換である。

⒞は、カナダ図書館文書館が国の機関として

文書遺産に関係する諸機関の連携協力に責任を

負うことを、また⒟は、カナダ政府の公文書の

保管と情報管理に責任を負うことを示してい

る。

なお、カナダ調査図書館協会（CARL）、カナ

ダ図書館協会などからは、前文の趣旨が本文に

十分活かされておらず、とくに利用に関する規

定に不足があるという批判もなされて
(注19)

いる。

Ⅳ 主な規定

以下では、カナダ図書館文書館法の主な規定

について、テーマごとに説明する。

１ 名称

この法律の正式名称は、「カナダ図書館文書館

を設立し、著作権法を改正し、それに付随して

関係する法律を改正する法律」という。

第１条では、法律の略称をカナダ図書館文書

館法と定める。第４条で定める「カナダ図書館

文書館」という名称は、カナダ国立図書館とカ

ナダ国立文書館の２館を統合して設立された組

織であることを意味する。また、第５条で同館

の長を「図書館文書館長(Librarian and Ar-

chivist)」と称するとしたのも、同じ理由に
(注20)

よる。
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２ 定義

第２条で定義される用語のうち、国立図書館

法とカナダ国立文書館法で用語定義がされてい

なかった用語は、次のとおりである。

・文書遺産(documentary heritage)

・政府の記録(government record)

・図書館文書館長(Librarian and Archivist)

このうち、「政府の記録」とは、「政府機関の

管理下に置かれる記録」をいい、カナダ国立文

書館法では、用語定義を行わずに「政府機関の

記録(a record of a government institution)」

と表現されてきた。なお、第２条で定義される

用語のうち、政府の記録」に類似したものに「大

臣の記録」がある。これは、「大臣の職にあるカ

ナダの枢密院議員の記録及びその官職に関する

記録」を意味する。

３ 設置及び組織

カナダ図書館文書館は、カナダ国立図書館お

よびカナダ国立文書館と同様に、連邦の１機関

として設立される。この組織は、前身である２

館と同様に主務大臣によって統括され、図書館

文書館長によって指揮される。(第４条)

図書館文書館長の任命権者が総督であること

も、前身である２館の場合と同じである。この

官職は、任期の定めのないものとし、待遇及び

権限は、省の次官と同等とされる。(第５条)

第６条では、主務大臣は図書館文書館長に助

言を行うための審議会を設置することができる

と定める。この規定は、国立図書館法およびカ

ナダ国立文書館法には見られない、この法律で

新たに設けられたものである。

４ 目的及び権限

カナダ図書館文書館の使命は、図書館が扱う

出版物と文書館が扱う記録を、その媒体と形態

の如何を問わず、収集し、整理し、保存し、利

用に供することにある。

第７条でカナダ図書館文書館の一般的な目的

を規定し、第８条ではそれらの目的を達成する

ための図書館文書館長の権限を規定し、第９条

では図書館文書館長の管理下にある公文書の処

分を規定する。それらの多くは、国立図書館法

とカナダ国立文書館法の規定を継承するもので

ある。

⑴ 利用に関する規定

第７条で定めるカナダ図書館文書館の目的の

うち、前文の⒝に対応する、利用に関する規定

は、第７条⒝項である。この規定は、 カナダ人

及びすべてのカナダに関心をもつ者にその遺産

を知らせ、それへのアクセスを円滑にするこ

と。」と定める。

⑵ 永久保存に関する規定

第７条⒞項では、カナダの政府出版物と、歴

史的又は永久保存の価値を有する公文書を永久

保存すると定める。なお、第11条の録音・映像

資料も、永久保存の対象とされる。

⑶ インターネット情報の採取に関する規定

インターネット情報の採取に関する規定は、

国立図書館法とカナダ国立文書館法には見られ

ない、新しい規定である。これを第10条（法定

納本）ではなく、図書館文書館長の権限を定め

る第８条の第２項に置き、公衆がアクセス可能

なインターネット情報を対象に保存の目的に限

定して代表標本(representative sample）を採取

するとしている。

法案審議に際して、ウィルソン国立文書館長

は、ウェブ上のカナダの主要なサイトから定期

的に採取するインターネット情報は、その当日

のカナダの生活を瞥見させる代表標本になると

証言して
(注21)

いる。

なお、著作権法第30.5条を改正するための第

25条中には、インターネット情報の複製に関す
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る規定が含まれる。

５ 資料の収集、移管、管理等

第10条から第17条までの規定は、図書館文書

館長が第８条第１項で定める権限に基づき行う

出版物及び記録の収集、移管などに関する規定

である。

ただし、カナダ図書館文書館で収集、移管な

どを行う重要な資料群がすべて、第10条から第

17条までの規定で取り上げられているわけでは

ない。例えば、カナダ国立文書館法第４条第１

項で保管の対象として明記された私文書が、そ

の一例である。

⑴ 法定納本

第10条の規定は、国立図書館法第13条を継承

したものである。

第１項では、カナダで出版物を発行した者は、

その出版物２部を図書館・文書館長に自費で納

入しなければならないと定める。

第２項では、主務大臣が制定の権限を有する

規則を列挙する。実例をあげると、同項⒞では

１部のみの納入が要求される出版物の種類を指

定する規則を主務大臣が制定すると定める。な

お、これに類する規則が既にカナダ国立図書館

によって定められ、パッケージ系電子出版物の

納入部数は１部とされてきた。

次に記す第２項の⒜と⒝は、出版物の媒体と

形態の多様化に対応するため、新たに追加され

た規定である。

・出版者を定義する規則（同項⒜）

・図書館文書館長が紙以外の媒体を用いた出版

物及びそのコンテンツにアクセス可能とする

ためにとるべき措置に関する規則(同項⒝)

第４項は、出版物の同定に必要な版に関する

規定であり、出版物の媒体と形態の多様化を考

慮して新設された。

⑵ 保存目的による録音・映像資料の取得

録音・映像資料(recordings)とは、音、映像そ

の他の情報であって、コンテンツの利用に機器

を必要とするものをいう(第11条第２項)。因み

に、録音・映像資料はカナダ国立図書館とカナ

ダ国立文書館の双方で収集されてきたが、第２

条の用語定義では、録音・映像資料は記録では

なく、出版物の範疇に含まれる。

第11条の規定は、図書館文書館長が歴史的又

は永久保存の価値があると認めた場合に限り、

法定納本とは異なる方法で、具体的には、長期

保存に耐え得る形態と品質を備えた資料を製作

させ、それに要する実費を補償することで資料

の取得を可能とさせるものである。

⑶ 公文書の処分、移管等

第12条から第15条までの規定は、 政府の記

録」と 大臣の記録」からなる公文書の政府機関

による処分や政府機関からの移管等について定

める。

第12条では、政府機関に置かれる公文書の処

分を規制する目的のために、図書館文書館長の

承認を受けずに公文書を処分してはならないと

し、図書館文書館長に、処分に関する承認の申

請があった公文書へのアクセスの権利を与える

と定める。また、アクセス対象となる公文書に

情報アクセス法(Access to Information Act)第

69条第１項で定める機密情報が含まれる場合を

含めて、図書館文書館長のアクセスに関する要

件を定める。

また、図書館文書館長が歴史的又は永久保存

の価値を認めた公文書に限り、カナダ図書館文

書館への移管の対象とされ、移管は当事者間の

取決めに従って行われる(第13条第１項)。

以上の規定を含めて、公文書の処分と移管に

関する規定は、概ねカナダ国立文書館法第６条

の規定と一致しているが、第13条第３項は、こ

の法律によって新たに設けられた。この規定は、
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図書館文書館長が重大な損傷や破棄の危機に瀕

していると判断した場合において、その「政府

の記録」の移管を請求する権限を図書館文書館

長に与えるものであり、この規定が新設された

ことにより、不適切な保管状態にある「政府の

記録」のカナダ図書館文書館への円滑な移管が

期待されている。

法案審議の場では、政府機関の協力が得られ

ない公文書の移管の現状が紹介され、その一因

は、「政府機関」、「政府の記録」と「大臣の記録」

の用語定義のあいまいさと、そのことに由来す

る裁量の幅の広さにあるとの指摘がなされた。

そうした問題点を解消するために、法案中から

「大臣の記録」を削除して「政府の記録」に一

本化すること、また「政府の記録」と「政府機

関」の用語定義を明確化することに関する修正

案が提出されたが、採決の結果、否決された。

さらに、罰則規定の導入の必要性を指摘する意

見も出された。

⑷ 余剰な出版物の管理

第16条と第17条では、政府機関において余剰

の出版物が生じた場合は、すべて図書館文書館

長の管理下に置くと定める。これらの規定は、

国立図書館法第12条第２項を継承したものであ

る。

８ 司法機関に対する複製物又は原資料の提供

司法機関の要請を受けて出版物又は記録を提

出することに関する通則が、新たに設けられた。

第19条第１項では、裁判所等から提出を命じ

られた出版物又は記録に代えて、原資料と同じ

態様で受理される複製物を作成する権限を図書

館文書館長に与えることを定める。

同第２項では、裁判所等が、複製物ではなく、

記録又は出版物そのものの提出を命じる必要が

あると判断した場合は、裁判所等は記録または

出版物の保全に努め、証拠としての使用が終了

した時点で、速やかに返却しなければならない

と定める。

９ 罰則規定

第20条では、第10条第１項で定める法定納本

の規定に違反した者又は第11条第１項で定める

保存目的による録音・映像資料の請求に応じな

い者に対する罰則を定める。この条は、国立図

書館法第13条第４項から同第６項までの罰則規

定と、カナダ国立文書館法第８条第４項の録

音・映像資料に関する罰則規定を継承したもの

である。

10 著作権法の改正等

第21条、第25条と第26条は、著作権法の改正

に関する規定である。

第21条は、著作権法第30.21条第１項を改正す

る規定であり、著作物が文書館に寄託された時

点で著作権所有者がその著作物の複製を禁止し

ていなかった場合は、文書館が複製を行っても

著作権法の違反に当たらないことを定める。

第25条は、著作権法第30.5条を改正する規定

であり、インターネット情報の採取を行う際に、

そこに含まれる著作物を保存の目的で１部複製

すること（第30.5条⒜項）などの行為が著作権

の侵害に当たらないことを定める。

第26条は、カナダ図書館文書館の設立に伴い、

著作権法第30.8条第７項における公立文書館

(official archive)の定義を改正するための規定

である。

おわりに

カナダ図書館文書館法案の審議が終了に近づ

いた頃、ウィルソン館長は連邦議会で「私たち

は、海図のない水域に向かっている。」と述
(注22)

べた。

そもそも図書館と文書館では、対象とする資

料が出版物と記録と異なる上に、資料の取扱い
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の手法も異にする。そのため、カナダ国立図書

館とカナダ国立文書館の統合に伴う業務の移行

プロセスには、なお数年を要するといわれてい

る。

その間に、実現すべき目標の一つに、図書館

員と文書館員のスキルの統合がある。出版物と

記録からなる情報を駆使して21世紀の知識社会

のニーズに合致したレファレンス・サービスの

専門家を育成することが目指されている。

一方、資料の収集から保存、資料管理、コン

テンツの提供、レファレンスまでの業務のデジ

タル化を積極的に推進するとされる。資料の収

集に関連して、この法律では、インターネット

情報は納本制度の枠外に置かれ、保存目的に厳

しく限定して採取すると定められ、採取した情

報の利用に関する規定は設けられていない。

ともあれ、カナダ国立図書館のキャリア館長

とカナダ国立文書館のウィルソン館長の指導力

によって、画期的なカナダ図書館文書館が誕生

した。カナダ図書館協会のマクドナルド元会長

に倣って、健やかな発展を期待したい。

(注)

⑴ National Archives of Canadaは、カナダ国立公

文書館と訳されることが多い。しかし、公文書に該当

しない個人文書、絵画、写真、映像、地図などを大量

に所蔵していることから、本稿ではカナダ国立文書

館と訳した。

⑵ 国際交流基金が主催し、国立国会図書館と国際文

化会館が共催した。国際文化会館図書室編「研究と資

料と情報を結ぶ：日本研究学術資料情報の利用整備

に関する国際会議の記録」2002.12，p.258．参照

⑶ カナダ連邦議会上院、社会問題・科学技術常任委員

会でのキャリア国立図書館長の証言による。“Pro-

ceedings of the Standing Senate Committee on
 

Social Affairs, Science and Technology”, Is-

sie4-Evidence,March10,2004.＜http://www.parl.

gc.ca/37/3/parlbus/commbus/senate/Com-e/soci-

e/04ev-e.htm?Language＝E&Parl＝37&Ses＝3&
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⑷ カナダ連邦議会上院の社会問題・科学技術委員会

でのキャリア国立図書館長の証言による。ibid.

⑸ 綾部恒雄『もっと知りたいカナダ』弘文堂，

1989.11，p.214．

⑹ この開会勅語は、カナダの第36議会第２会期の開

会に当たって行われた。

カナダ議会図書館ホームページ掲載の“Speech
 

from the Throne to open the Second Session
 

Thirty-Sixth Parliament of Canada”＜http://

www.parl.gc.ca/information/about/process/info/

throne/index.asp?lang＝E&parl＝36&sess＝2＞

(last access2004.9.1)

⑺ op.cit.⑸,pp.82-84.

⑻ アクセンチュア社が2000年から毎年一度、実施し

てきた電子政府に関する国際比較調査で、カナダは

連続４年間、一位にランクされつづけている。

⑼ カナダ議会ホームページ掲載の“A Framework
 

for Government Support of Culture”＜http://

www.pch.gc.ca/pc-ch/mindep/misc/experience/

framework-e.htm＞(last access2004.9.1)

⑽ Kady O’Mally, “NATIONAL Library and
 

National Archives were recently merged,”The
 

Hill Times, July26 ,2004.

2004年３月10日に開かれたカナダ連邦議会上院社

会問題・科学技術常任委員会でのウィルソン国立文

書館長の証言による。op.cit.⑶

カナダ議会図書館ホームページ掲載の“Speech
 

from the Throne to open the Second Session
 

Thirty-Seventh Parliament of Canada”＜http://

www.parl.gc.ca/information/about/process/info/

throne/index.asp?lang＝E&parl＝37&sess＝2＞

(last access2004.9.1)

カナダ図書館文書館のホームページ掲載＜http://

www.collectionscanada.ca/5/11/a11-200-e.html＞

(last access2004.9.1)

Norman Oder, “Canada to merge library/ar-

カナダ図書館文書館を設立するための法律

外国の立法 222（2004.11) 145



 

chive,”Library Journal, vol.127no.18,p.20.
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カナダ図書館文書館法（抄）

Library and Archives of Canada Act

(Statues of Canada 2004,Chapter11)

平野 美惠子 訳

カナダ図書館文書館を設立し、著作権法を改

正し、それに付随して関係する法律を改正する

法律

［2004年４月22日裁可］

女王陛下は、

⒜ カナダの文書遺産を現在及び将来の人々の

ために保存し、

⒝ 不朽の知識源として１機関をカナダに設置

し、自由で民主的な社会であるカナダの文化

的、社会的及び経済的な進歩に貢献するすべ

ての人々の利用に供し、

⒞ その機関をして、カナダ国内で知識の収集、

保存及び普及に関係するコミュニティ間の連

携の促進を図らせ、及び

⒟ その機関をして、カナダ政府及びその機関

に関する継続する記憶として機能させるこ

と、

が必要であると認め、よってここに、カナダの

上院及び下院の助言と承認を得て、次のとおり、

法を定める。

略称

第１条 この法律は、カナダ図書館文書館法

（Library and Archives of Canada Act）とし

て引用することができる。

解釈及び適用

第２条 この法律において、この条における定

義を適用する。

「文書遺産(documentary heritage)」とは、

カナダに関係する出版物及び記録をいう。

「政府機関(government institution)」とは、

情報アクセス法(Access to Information Act)の

別表１若しくはプライバシー法(Privacy Act)

の別表に掲げる政府機関又は総督(Governor in
 

Council)が指定した機関をいう。

「政府の記録(government record)」とは、政

府機関の管理下に置かれる記録をいう。

「図書館文書館長(Librarian and Archivist)」

とは、第５条第１項の規定により任命されたカ

ナダ図書館文書館長をいう。

「大臣(Minister)」とは、この法律において、

総督により大臣に指名されたカナダの枢密院議

員をいう。

「大臣の記録(ministerial record)」とは、大

臣の職にあるカナダの枢密院議員の記録及びそ

の官職に関する記録をいう。ただし、個人的若

しくは政治的な記録又は政府の記録を除く。

「出版物(publication)」とは、無料若しくは別

の方法で公衆に広く、又は会員制若しくは別の

方法で公衆の一部に限定して、複数の部数又は

複数の場所で利用に供する図書館資料(library
 

matter)をいう。出版物は、印刷物、オンライン

出版物(on-line items)及び録音・映像資料

(recordings)を含むあらゆる媒体及び形態で利

用に供される。

「記録(record)」とは、媒体又は形態の如何を

問わず、出版物以外の文書資料(documentary
 

materials)をいう。

第３条 この法律は、カナダの君主としての女

王陛下(Her Majesty in right of Canada)を法
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的に拘束する。

設置及び組織

第４条 この法律により、カナダ図書館文書館

と称するカナダの公共サービスの一部門を設置

し、主務大臣がこれを統括し、図書館文書館長

がこれを指揮する。

第５条

⑴ 総督は、カナダ図書館文書館長と称し、任

期の定めのない、かつ、待遇及び権限が省の

次官と同等の官職に幹部職員を任命するもの

とする。

⑵ 主務大臣は、図書館文書館長が不在若しく

は職務遂行能力を欠く場合又は図書館文書館

長の職にある者が欠けた場合には、図書館文

書館長の代理人を任命することができる。た

だし、その任命の期間は、総督の承認を受け

たときを除き、６月を超えてはならない。

第６条 主務大臣は、カナダ人及びすべてのカ

ナダに関心をもつ者に文書遺産を知らせ、それ

へのアクセスを円滑にすることに関し、図書館

文書館長に助言を行うため、審議会を設置する

ことができる。

目的及び権限

第７条 カナダ図書館文書館の目的は、次のと

おりとする。

⒜ 文書遺産を収集し、保存すること。

⒝ カナダ人及びすべてのカナダに関心をも

つ者にその遺産を知らせ、それへのアクセ

スを円滑にすること。

⒞ カナダ政府の出版物並びに歴史的又は永

久保存の価値を有する政府の記録及び大臣

の記録を永久保存すること。

⒟ 政府機関による情報管理を円滑にするこ

と。

⒠ 政府機関の図書館サービスを調整するこ

と。

⒡ 図書館界及び文書館界の発展を支援する

こと。

第８条

⑴ 図書館文書館長は、次のことを含めてカナ

ダ図書館文書館の目的の達成に資するすべて

のことを行うことができる。

⒜ 出版物及び記録を収集すること、又はそ

れらの保護、保管若しくは管理を行うこと。

⒝ 出版物及び記録に関し、目録、分類、同

定、保存及び修復の措置を講じること。

⒞ 全国書誌及び全国総合目録等の情報資源

を編集し、これを維持すること。

⒟ 情報サービス、諮問回答サービス、調査

サービス及び貸出サービスとともに、文書

遺産へのアクセスを円滑にするためのその

他のサービスを提供すること。

⒠ 文書遺産を知らせ、説明するために、プ

ログラムを設け、かつ展示、出版及び公演

を含む活動を奨励し、又は組織すること。

⒡ カナダの国内及び国外の他の図書館、文

書館及び諸機関と協定を結ぶこと。

⒢ 政府機関が作成し、使用する情報の管理

に関し、それらの機関に助言を行い、かつ、

そのためのサービスを提供すること。

⒣ 政府機関が行う図書館サービスを指導

し、かつ、指示を与えること。

⒤ 文書遺産の保存及び振興並びにそれへの

アクセスの担当者に専門的、技術的及び財

政的な支援を提供すること。

⒥ 総督が指定するその他の職務を遂行する

こと。

⑵ 図書館文書館長は、第１項⒜で定める権限

を行使し、かつ保存の目的のために、インター

ネット又は類似の媒体を通じて公衆が無制限

にアクセスできるカナダ関係の文書資料の代
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表標本を、適当と判断した時に、適当と判断

した態様で採取することができる。

第９条

⑴ 図書館文書館長は、自己の管理下にある出

版物又は記録をもはや保有する必要がないと

判断したときは、破棄によることを含めて、

これを処分することができる。

⑵ その処分は、出版物又は記録を収集し、又

は取得した諸条件に従って行う。

法定納本

第10条

⑴ 規則に従い、カナダで出版物を発行する出

版者は、その出版物の２部を、次のいずれか

の期間内に図書館文書館長に自費で納入する

ものとし、図書館文書館長はその受領を通知

するものとする。

⒜ この項の⒝に定める場合を除き、出版物

を発行した日の翌日から起算して７日以内

⒝ 第２項⒟の規定に基づき指定した類に該

当する出版物については、図書館文書館長

から請求書を受領した日の翌日から起算し

て７日以内又は請求書で指定された期間内

⑵ 主務大臣は、次の各号に掲げるものを含め

て、この条の目的のために規則を定めること

ができる。

⒜ 出版者(publisher)」を定義する規則

⒝ 紙以外の媒体を用いた出版物及びそのコ

ンテンツへのアクセスを図書館文書館長に

可能とするためにとるべき措置に関する規

則

⒞ １部のみの納入が要求される出版物の類

を指定する規則

⒟ 第１項の義務が図書館文書館長からの請

求書のみに適用される出版物の類を指定す

る規則

⑶ この条に基づき図書館文書館長に納入され

る出版物は、女王陛下に帰属し、かつ、カナ

ダ図書館文書館のコレクションの一部を構成

する。

⑷ この条において、ある出版物の異版、翻案

又は形態の異なるものは、異なる出版物とみ

なす。

永久保存の価値を有する

録音・映像資料の保存目的による取得

第11条

⑴ 図書館文書館長が、カナダで一般に提供さ

れていた録音・映像資料に歴史的又は永久保

存の価値を認めたときは、法律上、当該資料

の納入資格を有する者に対し、請求書により

図書館文書館長が決定した形態及び品質で、

保存の目的に適い、かつ請求書で指定された

録音・映像資料１部を指定された条件に従い

図書館文書館長に納入することを要求するこ

とができる。

⑵ この条において、 録音・映像資料(record-

ing)」とは、音、映像又はその他の情報のいず

れであっても、そのコンテンツの利用に機器

を必要とするものをいう。

⑶ 図書館文書館長は、第１項に基づき１部を

納入する者にその資料の製作に要した実費を

補償しなければならない。ただし、カナダの

君主としての女王陛下又は女王陛下の代理人

については、この限りではない。

⑷ この条は、州(province)の君主としての女

王陛下を法的に拘束する。

⑸ この条に基づき図書館文書館長に納入され

る資料は、女王陛下に帰属し、かつ、カナダ

図書館文書館のコレクションの一部を構成す

る。

政府の記録及び大臣の記録

第12条

⑴ 政府の記録及び大臣の記録は、政府機関の
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余剰物品であるかどうかにかかわらず、図書

館文書館長の承認書又は図書館文書館長が書

面で承認の権限を委任した者の承認書の交付

を受けずに、破棄によることを含めて、これ

を処分してはならない。

⑵ 他の国会制定法の規定にかかわらず、図書

館文書館長は、処分に関する承認の申請が

あった記録にアクセスする権利を有する。

⑶ この条の目的のために、図書館文書館長は、

枢密院書記官の承認を受けた場合にのみ、情

報アクセス法第69条第１項が適用される記録

にアクセスすることができ、当該政府機関の

長の承認を受けた場合にのみ、同法の別表Ⅱ

に掲げる規定に従い、又はその規定に準じて、

開示が制限される情報を含む政府の記録にア

クセスすることができる。

⑷ 他の国会制定法の規定にかかわらず、政府

機関の幹部職員又は職員は、図書館文書館長

に、処分の承認の申請があった記録へのアク

セスを許可することができる。

⑸ 図書館文書館長及び図書館文書館長の代理

を務め、又はその指揮下にある者は、記録へ

のアクセスに関して、通常それらの記録にア

クセスできる者に適用されるすべてのセキュ

リティ上の要件を満たし、かつ、その者に要

求される秘密保持の宣誓を行わなければなら

ない。

第13条

⑴ 図書館文書館長により歴史的又は永久保存

の価値が認められた政府の記録又は大臣の記

録を図書館文書館長の保護及び管理下に移管

することは、図書館文書館長及びその記録に

責任を負う政府機関又は人との間で結ばれた

記録の移管に関する取決めに従って実施され

なければならない。

⑵ 総督は、規則により、第１項に基づく記録

の移管に適用される条件を指定することがで

きる。

⑶ 図書館文書館長が、第１項にいう政府の記

録が重大な損傷又は破棄の危機に瀕している

と判断したときは、図書館文書館長は、図書

館文書館長の指定した態様で、指定した時に

その移管を請求することができる。

⑷ 特に総督が指示した場合を除き、図書館文

書館長は、業務を廃止した政府機関のすべて

の記録を保護し、管理しなければならない。

第14条 第12条及び第13条の規定は、政府機関

がレファレンスのため、又は展示のために図書

館又は博物館の資料として保有する記録に適用

しない。

第15条 図書館文書館長は、枢密院書記官の承

認を受けずに、情報アクセス法第69条第１項が

適用されるカナダの女王陛下の枢密院に関する

機密情報を公開してはならない。

余剰国王資産法

第16条 余剰国王資産法(Surplus Crown
 

Assets Act)の規定にかかわらず、政府機関の請

求に対して余剰となる出版物はすべて図書館文

書館長の保護又は管理の下に置かれる。

第17条 余剰国王資産法は、図書館文書館長の

保護又は管理の下にある記録又は出版物に適用

しない。

財務条項

第18条

⑴ カナダの会計にカナダ図書館文書館会計と

称するものを設け、寄贈によるものを含む、

カナダ図書館文書館が受領したすべての金額

を記入する。

⑵ この法律の目的のために必要な金額は、す

べてカナダ図書館文書館会計から支払うこと
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ができる。

⑶ 第１項にいう金額は、それらに付随する条

件に従い、使用されなければならない。

通則

第19条

⑴ この条の第２項の規定に従い、図書館文書

館長に対し、その管理下にある記録又は出版

物の提出が命じられた場合において、図書館

文書館長は、その複製物１部を証明の上、提

出することができ、その複製物は、それを証

明したとみられる者の署名又は役職名の証明

書を添えずに、原資料と同じ態様で証拠とし

て受理される。

⑵ 図書館文書館長に記録又は出版物の提出を

命じることができる裁判所、裁決機関その他

の組織体が、原資料の提出に伴うリスク並び

にその保存及びそれへの継続的なアクセスの

重要性を考慮した上で、記録又は出版物の原

資料の提出を命じる必要があると判断したと

きは、裁判所、裁決機関その他の組織体は、

それを保護し、保存するために必要な措置を

講ずるものとし、かつ、当該事件に不用となっ

たときは直ちに図書館文書館長の保護及び管

理の下に戻すことを保証しなければならな

い。

罰則

第20条

⑴ 第10条第１項若しくはその規則に違反し、

又は第11条第１項に基づく図書館文書館長の

請求に応じることができない者は、有罪とさ

れ、即決裁判を受け、次の刑に処する。

⒜ 個人については、刑法第787条第１項にい

う罰金

⒝ 法人については、同法第735条第１項⒝号

にいう罰金

⑵ 刑法第787条第２項の規定にかかわらず、こ

の条の第１項に基づき科された罰金の滞納を

理由に拘禁刑を科することはできない。

⑶ この条の第１項に基づき科された罰金は、

カナダの君主としての女王陛下に支払うべき

債務であり、しかるべき裁判管轄権を有する

裁判所において、又は国会制定法で定める態

様により、これを償うことができる。

著作権法の改正

第21条

⑴ 著作権法第30.21条第１項を次のように改

める。

「第30.21条

⑴ 文書館に寄託された未公表の著作物を文

書館が第３項に従い複製することは、著作

権を侵害する行為でないものとみなす。」

⑵ 同法の英語版第30.21条第３項⒜を次のよ

うに改める。

「⒜ 著作物が寄託された時点で著作権の所

有者がその著作物の複製を禁止していな

かった場合における当該著作物を寄託し

た者」

⑶ 同法第30.21条第５項から第７項までを廃

止する。

⑷ 第１項は、1999年９月１日又はその日以降

に文書館に寄託された未公表の著作物に適用

する。

間接的修正

第22条～第24条 情報アクセス法（略）

著作権法

第25条 著作権法第30.5条及びその見出しを次

のように改める。

「カナダ図書館文書館

「第30.5条 カナダ図書館文書館法に基づきカ

ナダ図書館文書館長が次のことを行なうこと
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は、著作権を侵害する行為でないものとみな

す。

⒜ 同法第８条第２項に基づき保存の目的の

ために代表標本を採取して著作物又はその

他の対象物１部を複製すること。

⒝ 同法第10条第１項に基づき通信により提

供される同法第２条で定める出版物１部を

固定すること。

⒞ 同法第11条の目的のために同法第11条第

２項で定める録音・映像資料１部を複製す

ること。

⒟ 放送法（Broadcasting Act）第２条第１

項で定める放送事業が通信により著作物又

はその他の対象物を公衆に伝達する時に、

その伝達に含まれる著作物又はその他の対

象物１部を複製すること。」

第26条 同法第30.8条第７項を次のように改め

る。

「⑺ この条の第６項において「公立文書館

(official archive)」とは、カナダ図書館文書

館又は地方の法律に基づき地方の公文書を

保存するために設置されたすべての文書館

をいう。」

第27条 退役軍人局法（略）

第28条 物品税法（略）

第29条～第30条 財務行政法（略）

第31条 史跡・遺跡法（略）

第32条 所得税法（略）

第33条 傷痍軍人補償法（略）

第34条 ヌナブット土地権益措置法（略）

第35条 カナダ議会法（略）

第36条 年金法（略）

第37条～第41条 プライバシー法（略）

第42条 犯罪収益（資金洗浄）及びテロ資金調

達処罰法（略）

第43条～第44条 公共部門損害賠償法（略）

第45条～第46条 公共サービス人事関係法（略）

第47条 退役軍人手当法（略）

第48条～第49条 青少年刑事裁判法（略）

第50条 ユーコン・ファースト・ネーションズ

土地権益措置法（略）

第51条 ユーコン・ファースト・ネーションズ

自治法（略）

移行措置

第52条 移行措置(略)

調整的改正

第52条 法案 C-6号(略)

第53条 法案 C-25号(略)

廃止規定

第55条 カナダ国立文書館法(1985年改定カナ

ダ法、第三補遺第１章)は、廃止する。

第56条 国立図書館法は、廃止する。

発効

第57条 この法律の規定は、第21条、第53条及

び第54条を除き、総督の命令により決定された

日に効力を生じる。

（ひらの みえこ・専門調査員）
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